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拡大生産者責任に係る要望の概要 

 

 

１ （公社）全国都市清掃会議※を通しての要望 
プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律について、以下のとおり、国

へ要望。 

・プラスチック製容器包装と製品プラスチックの一括回収・リサイクルの実施に

あたっては、リサイクルまでの工程において、市町村の財政負担が過大となら

ないよう、必要な措置を講じること。 

・製造・販売事業者等による自主回収については、取組が進むよう、引き続き制

度を検討していくこと。 

※  全国における清掃事業の円滑な推進を図ることにより、住民の生活環境の保全及び公衆衛生

の向上を図り、もって公益の増進に寄与することを目的とした組織。年１回、地方公共団体か

ら提出された廃棄物行政に関する要望を取りまとめ、政府与党及び関係省庁に対し、要望書の

提出や意見交換を行っている。 

 
２ ５都市（横浜市、大阪市、川崎市、名古屋市、本市）による要望 

別紙１のとおり 

※環境省による「プラスチック資源一括回収に関する意見交換会」における要望 
 
３ 本市独自の要望 

別紙２のとおり 
 



プラスチック資源循環法 政省令案を踏まえた 

プラスチック資源一括回収に係る意見について 

2021/11/26 

 

「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」（以下「法」という。）に基づき、

自治体がプラスチック製品の分別収集及び再商品化を実施するよう努めることとされてい

ます。 

このたび、横浜市、大阪市、川崎市、名古屋市、京都市が、当該制度に関する意見交換を

行い、課題を整理しましたので、次の点を踏まえて具体的な制度設計を検討されるよう、お

願いいたします。 

 

１. 自治体負担増に対応する支援  

〇プラスチック製品の処理費用は、プラスチック製容器包装と比べて自治体負担の割合が大

きく、また、回収量の増加に伴い自治体の費用負担が増大します。自治体の費用負担を軽

減しリサイクルを進めるため、補助制度等の構築や国会の附帯決議に基づく地方財政措置

を講じること。また、法の見直しに合わせ、製造・販売事業者が費用を拠出する仕組みを

検討すること。 
 

２. 再商品化計画  

○再商品化施設のトラブルなど、有事の際にも継続した処理を行うため、容リルート※１と認

定ルート※２の併用や年度途中での切替えを可能とすること。 
 
○複数の再商品化事業者を再商品化計画に含めることができる制度とすること。 
 

※１ 法第３２条の既存の容器包装リサイクル法ルートを活用した再商品化ルート 

※２ 法第３３条の主務大臣が認定した場合に自治体による中間処理を省略して再商品化事業者が実施

することが可能となる再商品化ルート 

 

３.事業者の支援  

〇リサイクル不適合物とみなされることの多い、金属などを含む複合素材でできたプラスチ

ック使用製品についても処理可能なリサイクル施設が必要であることから、こうしたリサ

イクル施設の整備を早急に進めること。 
 
〇民間のリサイクル施設の整備を進めるため、再商品化計画等の認定要件を簡素化するとと

もに、設備投資補助などを継続して行うこと。 
 

○選別一体合理化の認定基準については、費用に関する事項のほか、リサイクルの質向上や

環境負荷低減効果などの総合的な視点を取り入れること。また、費用の基準を定める際は、

人件費や産廃処理費用増などの社会的要因を考慮すること。 
 

４. 対象品目    

〇一括回収の対象品目については、自治体が範囲を選択できるようにすること。 
 
 

別紙１



 

５．事業コスト・温室効果ガス低減効果（LCA）の算出   

〇自治体が事業を実施する場合のコストや LCA を試算するにあたって、必要なデータの公表

や、LCA 算出システムの提示などの支援を行うとともに、制度の目的や効果を市民に分か

りやすく周知すること。 

 

６．循環型社会形成推進交付金の交付要件化  

○交付要件にプラスチック使用製品廃棄物の分別収集を新たに追加する場合には、近隣自治

体と共に循環型社会形成推進地域計画を策定している自治体が多数存在していることに

鑑み、地域計画の構成自治体の全てにおいて要件を満たすことを条件とするのではなく、

自治体ごとの事情に即した柔軟な対応を図ること。 
 

○現時点で、近隣に受入可能な再商品化事業者が存在しない自治体があることや、自治体が

分別収集体制を構築する際、市民への周知、施設の整備、新たな委託契約等に一定の準備

期間を要することを踏まえ、交付要件及び適用される開始時期を定めること。 
 

○分別収集の実施方法については、いわゆるステーション収集だけではなく、拠点収集や民

間事業者と連携した回収など、幅広く認めること。 

 

７．リチウムイオン電池の対策  

○急増している発火事故を防止するため、実効性のある取組を推進していくこと。 

（リチウムイオン電池内蔵製品の製造・販売事業者（輸入業者含む）による環境配慮設計

の促進・自主回収の義務化、再資源化費用の負担など） 

また、リチウムイオン電池による発火の危険性や、内蔵製品の適切な排出方法などを自治

体とともに周知すること。 
 

○加熱式たばこなど、現在小型家電リサイクル法の対象となっていないものを対象品目に追

加すること。 
 

８. その他  

○自主回収・再資源化の認定を受けた製造・販売事業者の取組状況や収集量の実績について、

収集区域の自治体に情報提供すること。 
 
〇製造・販売事業者による自主回収・再資源化、排出事業者における排出抑制・再資源化等

の取組について、将来を見据えた数値目標を設定するなど、運用指針を作成すること。 
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